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半期報告書提出予定日  平成 19 年 12 月 21 日     
  

（百万円未満切捨て） 
１．平成 19 年 9 月中間期の連結業績（平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9月 30 日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

10,713    32.5 
 8,084    33.6 

  4,118   214.7  
 1,308   △3.8  

3,845    216.5  
1,214   △13.5  

3,685   366.7  
789   △8.1  

19 年 3 月期 17,446     －  3,871     －   3,700      －   2,231     －   
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

  円 銭  円 銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

131.18 
28.65 

129.96 
－ 

19 年 3 月期 80.95 － 
 (参考) 持分法投資損益 19 年 9 月中間期 － 百万円   18 年 9 月中間期 － 百万円 

 19 年 3 月期 － 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円 銭 

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

31,350 
22,507 

18,116 
9,403 

57.8 
41.7 

615.99 
341.16 

19 年 3 月期 23,870 11,309 47.4 410.32 
(参考) 自己資本     19 年 9 月中間期  18,116 百万円    18 年 9 月中間期  9,403 百万円 

19 年 3 月期         11,309    百万円 
  
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

4,111 
1,763 

        443 
          △1,742 

   1,139 
568 

8,779 
 2,753 

19 年 3 月期 4,427 △2,618       △516       3,389 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 期末 年間 

 円 銭 円 銭

19 年 3 月期 18.00 18.00 

20 年 3 月期 －  

20 年 3 月期（予想） 30.00 30.00 

 
３．平成 20 年 3 月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通 期 23,200   33.0 10,000   158.3 9,500  156.7 7,000   213.7 249.19 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
(注) 詳細は、15ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧下さい。 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数(自己株式を含む) 19 年 9 月中間期 29,429,335 株 18 年 9 月中間期 27,581,363 株  

19 年 3 月期     27,581,363 株 
②期末自己株式数          19 年 9 月中間期 18,970 株   18 年 9 月中間期 18,758 株  

19 年 3 月期   18,758 株 
 (注) 1 株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24 ページ「１株当た

り情報」をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.平成 19 年 9月中間期の個別業績(平成 19 年 4 月 1日～平成 19 年 9月 30 日) 
(1)個別経営成績                           （％表示は対前年中間期増減率）       

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円      ％ 百万円      ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

10,879                     32.0
8,242    31.7

4,210  224.5
1,297    8.2

4,149   216.4 
1,311   △0.6 

2,517      186.1
879       5.0

19 年 3 月期 17,781     -  3,753    -  3,791     -   2,343    -  
 

 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円 銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

89.64 
31.93 

19 年 3 月期 85.02 
 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円 銭 

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

18,896 
10,908 

14,483 
6,927 

76.6 
63.5 

492.46 
251.32 

19 年 3 月期 12,538 8,848 70.6 321.03 
 (参考)自己資本 19 年 9 月中間期 14,483 百万円 18 年 9 月中間期 6,927 百万円 19 年 3 月期 8,848 百万円  
 
２．平成 20 年 3月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3月 31 日） 

                                                                                             （％表示は対前期増減率） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通 期 23,500  32.2 10,100 169.1 10,000 163.8 6,100 160.3 217.16 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意) 

 本資料に記載されている事業見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、3～4ぺー

ジ「１．経営成績 (1) 経営成績に関する分析」をご覧ください。 

 

 

 



乾汽船㈱（9113）平成 20 年３月期中間決算短信 

 

        - 3 - 

１．経営成績 

 

(1)  経営成績に関する分析 

当中間連結会計期間における世界経済は、緩やかな増加基調は維持しているものの、米国のサブプライム 

住宅ローン問題に端を発した金融収縮や信用不安の影響により、景気が減速し、調整局面にあります。わが

国経済は、引き続き企業部門が好調を維持する一方、個人消費は、原材料高などの価格転嫁が家計部門へ波

及するなど、改善テンポが緩慢な状況にありますが、全体的には緩やかな拡大傾向を示しております。 

  

この景況の下、海上貨物輸送は中国をはじめとした新興国の経済成長を受けて旺盛な船腹需要の拡大が続

き、当社の主力船型である中小型撤積船の荷動きも活発化しております。 

 

運賃及び用船市況は、船舶の需給のインバランスに加え、地政学的な要因や港湾の設備能力の不足等が相

俟って高値圏にあり、ケープ型・パナマックス型・ハンディー型船の定期用船料は依然として過去最高値

の更新が続いており、ケープ型船の定期用船料は、期初の日当たり９０,０００ドルが、当中間期末には、

１８０,０００ドルまで高騰いたしました。また、当社が主力とするスモールハンディ型船の輸送貨物であ

る農水省向け北米積み、日本揚げ小麦運賃は、期初のトン当たり７０ドルから当中間期末には１００ドルに

迫る勢いで高騰いたしました。一方、短中期的には上昇ピッチの速さから高値警戒感が台頭し、資源や輸送

手段を安定確保する動きが世界的に広がってきております。 

 

このような状況の中で、当社は、主力とするスモールハンディ型の競争力を生かし、従来より強みを発揮

している穀物･木材輸送に加え、より多角的／効率的な営業展開を図っており、石炭・セメントその他の南

北航路等の三国間輸送へも積極的に取り組み、最適貨物の積取りや数量輸送契約（COA）等の組み合わせに

より合理的な効率配船に努め、一層の採算向上を図りました。 

 

一方、原油価格は、歴史的な高値圏にあり、当中間期末には８０ドルを超える価格（NY 先物）をつけ、更

に上昇傾向にあります。この状況下、当社グループの燃料油価格は、当上半期平均トン当たり３５５ドル（前

年同期３４７ドル）と高値となり、運航収支を圧迫する要因となりました。為替については、当上半期平均

１１９.７８円（前年同期１１５.８７円）と円安で推移し、運航収支の改善に寄与いたしました。 

 

なお、当中間期には、平成 19 年４月 24 日に「連結子会社の固定資産（船舶）の譲渡について」でご報告

し、７月９日付けにて臨時報告書を提出いたしました船舶譲渡益を特別利益に計上しており、その代替とし

て海外子会社において、９月末に船令５年の中古船（29 千トン型）を購入し、船舶資産を刷新いたしました。 

 

以上の結果、売上高は１０,７１３百万円（前年同期比３２.５％増）、営業利益は４,１１８百万円（同 

  ２１４.７％増）、経常利益は３,８４５百万円（同２１６.５％増）となり、中間純利益は３,６８５百万円

（同３６６.７％増）と増収増益となりました。 
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所在地別のセグメント状況は次のとおりであります。 

 

① 日本 

国内の売上高は、昨年度に続き、積極的に自主運航を進めたことにより、新規積荷契約の獲得や既存

の積荷契約による運賃収入が増加しました。一方で燃料費をはじめとして運航費は増加したものの、好

市況に支えられ、大幅な増収増益となりました。 

以上の結果、営業収益は２,６３７百万円増の１０,８７９百万円を計上し、営業費用は前年同期に比べ 

２７５百万円減の６,６６９百万円となり、営業利益は２,９１２百万円増の４,２１０百万円となりま

した。 

 

② パナマ 

  パナマの売上高は前年同期に比べ４０百万円増の１,８４５百万円、営業費用は１４３百万円増の 

１,９３７百万円を計上したことにより、営業損益が１０３百万円悪化し、営業損失は９２百万円とな

りました。 

 

下期につきましては、世界経済や国際金融資本市場の動向などに不透明感があり、リスクの拡大に伴い上

下の振れ幅が大きくなる不確実な世界情勢にありますが、不定期船事業を取り巻く環境は、旺盛な荷動きと

逼迫した船腹需給を背景に市況も更に騰勢を強めており、高値圏で推移することが見込まれております。ま

た 10 月には 56 千トン型の新造船の長期用船が投入され、運航及び事業規模の拡大に寄与いたします。 

 

燃料油価格は更に高騰が見込まれ、また、為替についても経済の不確定な状況より円高が進行する等の業

績悪化となる要因はあるものの、高レベルにある海運市況がこれらを吸収し、総じて堅調に推移する見込み

です。 

 

このような見通しの下、通期の連結業績につきましては、売上高は２３,２００百万円（前年同期比３３.０ 

  ％増）、営業利益は１０,０００百万円（同１５８.３％増）、経常利益は９,５００百万円（同１５６.７％増）、

当期純利益は７,０００百万円（同２１３.７％増）の増収増益となり、昨年度に引き続き創業以来の最高の

収益及び利益を達成できる見込みです。 

なお、当下期の業績予想における前提は、為替を１ドル１１５円、燃料油価格をトン当たり４５０ドルと

して策定しております。 

 

 

(2)  財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当中間連結会計期間末の資産につきましては、前期末比７,４８０百万円増加し、３１,３５０百万円

となりました。これは主に、現金・預金５,３８９百万円等の増加によるものです。 

    負債につきましては、前期末比６７３百万円増加し、１３,２３４百万円となりました。これは主に、 

未払法人税等６１５百万円等の増加によるものです。 

純資産につきましては、新株発行に伴う資本金１,４９９百万円、資本剰余金１,４９９百万円の増加、

利益剰余金が３,１８８百万円等増加により、前期末比６,８０６百万円増加の１８,１１６百万円とな

りました。以上の結果、自己資本比率は、５７.８％となりました。 
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② キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は８,７７９百万円とな

り、前期末に比べ５,３８９百万円増加しました。 

 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は４,１１１百万円（前年同期比２,３４７百万円増）となりました。主

な内訳は税金等調整前当期純利益が６,１５８百万円、減価償却費が８６２百万円、固定資産売却益によ

る減少額２,３４４百万円、法人税等の支払額が１,１４９百万円であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により増加した資金は４４３百万円（前年同期比２,１８６百万円増）で、これは主に、有形

固定資産の売却による収入３,２６４百万円等の増加と有形固定資産の取得による支出１,８１９百万円、

投資有価証券の取得による支出８００百万円等の増加によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により増加した資金は１,１３９百万円（前年同期比５７１百万円増）で、これは主に、社債   

の発行による収入３,０００百万円による増加の一方、長期借入金の返済１,０４１百万円及び配当金の

支払い４９４百万円等の減少によるものです。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 

第８８期 

平成１６年 

３月期 

第８９期 

平成１７年 

３月期 

第９０期 

平成１８年 

３月期 

第９１期 

平成１９年 

３月期 

第９２期 

平成１９年 

９月中間期 

自己資本比率（％） ２６.１ ３１.２ ４１.６ ４７.４ ５７.８

時価ベースの自己

資本比率（％） 
６４.０ ７１.７ ５７.６ ９５.８ ２２４.７

債務償還年数（年） ４.１ ２.６ ４.６ １.８ １.６

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ 
１７.０ ２４.０ １３.５ ２６.９ ５７.０

 ※ 自己資本比率：       自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：       有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×自己株式を除く期末発行済株式総数により算出しております。 

 ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 
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(3)  利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社は、企業価値の向上を念頭に、将来の事業展開のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的な配 

当を基本とし、業績に連動した利益を総合的に勘案して株主に配分することを基本方針としております。 

 

当期（平成 20 年３月期）における年間配当予想につきましては、平成 20 年３月期 第１四半期財務・業 

績の概況にて１株あたり１８円と公表しておりますが、通期業績予想を上方修正し、今後の業績につきまし

ても、引き続き堅調に推移すると見込まれるため、平成 19 年 10 月 26 日に公表しましたとおり、１株あた

り３０円を予定しています。 

 

 

 

 

 

２．企業集団の状況 

 

当社グループは、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有する船舶の自社運航と定期貸船を行ってお

ります。また、同業他社から定期借船した船舶の自社運航及びそれらの定期貸船も行っております。 

その他、当社グループでは不動産賃貸業を併営しております。 

 

   事業の系統図は次のとおりです。 
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荷 主 用船者（本邦同業他社） 用船者（海外同業他社）

当 社 （外航海運業及び不動産賃貸業）

不

定

期

船

航

路

事

業

船

舶

貸

渡

業

連結子会社２社 船 主 （同業他社）

定期用船 裸用船 定期用船

航海用船 裸用船 定期用船 定期用船

荷 主 用船者（本邦同業他社） 用船者（海外同業他社）

当 社 （外航海運業及び不動産賃貸業）

不

定

期

船

航

路

事

業

船

舶

貸

渡

業

連結子会社２社 船 主 （同業他社）

定期用船 裸用船 定期用船

航海用船 裸用船 定期用船 定期用船
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３．経営方針 

 

平成 19 年３月期決算短信（平成 19 年５月 11 日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないた

め開示を省略しております。 

   なお、当該決算短信は次の URL からご覧頂くことができます。 

 

  （当社ホームページ） 

   http://www.inuiship.co.jp/zaimu.htm

 

   （東京証券取引所ホームページ） 

   http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.inuiship.co.jp/zaimu.htm
http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．中間連結財務諸表 

 

(1) 中間連結貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

 科  目 

前中間連結 

会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日)

当中間連結 

会計期間末 

 (平成 19 年９月 30 日)

比較増減(△) 

(当中間期末―前中間期末) 

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成 19 年 3 月 31 日)

  

( 資  産  の  部  )    (２２,５０７)    (３１,３５０)   (８,８４３)   (２３,８７０)

 流 動 資 産       ４,１３１     １０,２１５    ６,０８３       ４,７７９

現 金 ・ 預 金 ２,７５３ ８,７７９  ６,０２５ ３,３８９

海 運 業 未 収 金 ２５４ ２９９ ４５ ２６８

貯 蔵 品 ３５９ ４５０ ９１ ３６９

繰延及び前払費用 ２４３ １５９ △ ８４ ２７２

そ の 他 流 動 資 産 ５２２ ５２６ ４ ４７９

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０ △ ０

  

  

 固 定 資 産     １８,３７５     ２１,１３５    ２,７５９     １９,０９０

有 形 固 定 資 産     １４,７１４     １３,９１０    △ ８０４     １３,８６３

船 舶 １４,４９４ １３,３８６ △ １,１０８ １３,６４１

建 物 ・ 構 築 物 ８２ ７６ △ ６ ７９

器 具 ・ 備 品 ３９ ３５ △ ４ ４４

土 地 ９７ ９７ － ９７

建 設 仮 勘 定 － ３１５ ３１５ －

  

無 形 固 定 資 産            １３            １１      △ １            １３

ソ フ ト ウ ェ ア １１ １０ △ １ １１

電 話 加 入 権 １ １ － １

  

投資その他の資産       ３,６４７       ７,２１２    ３,５６５       ５,２１４

投 資 有 価 証 券 ３,４９３ ６,８３０ ３,３３６ ５,０３６

長 期 性 預 金 － ２００ ２００ －

そ の 他 長 期 資 産 １８１ ２０９ ２８ ２０６

貸 倒 引 当 金 △ ２７ △ ２７ － △ ２７

  

  

資 産 合 計 ２２,５０７ ３１,３５０ ８,８４３ ２３,８７０
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

 科  目 

前中間連結 

会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日)

当中間連結 

会計期間末 

 (平成 19 年９月 30 日)

比較増減(△) 

(当中間期末―前中間期末) 

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成 19 年 3 月 31 日)

  

(  負 債 の 部  )    (１３,１０４)   (１３,２３４)      (１２９)    (１２,５６０)

 

 流 動 負 債       ５,１３２      ５,４３７       ３０４       ５,３０４

海 運 業 未 払 金 ９７３ １,１４８ １７４ ８０９

短 期 借 入 金 ２,９７６ １,９４８ △ １,０２７ ２,８３４

未 払 法 人 税 等 ７０５ １,７５３ １,０４８ １,１３８

繰 延 税 金 負 債 － １４１ １４１ １７

未 払 費 用 ２４ ２１ △ ２ ２７

前 受 金 ２７９ ３２９ ４９ ３０７

預 り 金 ５ ７ １ １４

賞 与 引 当 金 １９ ２１ １ ２０

役 員 賞 与 引 当 金 － １７ １７ ３５

そ の 他 流 動 負 債 １４８ ４８ △ １００ ９９

  

 固 定 負 債      ７,９７１      ７,７９７    △ １７４       ７,２５６

長 期 借 入 金 ６,０２０ ４,６２０ △ １,４００ ５,０８６

繰 延 税 金 負 債 １,６５２ ２,９２８ １,２７６ １,９０６

退 職 給 付 引 当 金 ８８ ９５ ６ ７５

未払役員退職慰労金 ６８ ６５ △ ３ ６８

特 別 修 繕 引 当 金 １３５ ７２ △ ６３ １０９

そ の 他 固 定 負 債 ５ １４ ８ １０

  

( 純 資 産 の 部 )      (９,４０３)    (１８,１１６)   (８,７１３)    (１１,３０９)

 株 主 資 本       ７,７１９     １５,３４９    ７,６３０       ９,１６１

資 本 金 １,８５１ ３,３５１ １,４９９ １,８５１

資 本 剰 余 金 ５９８ ２,０９８ １,４９９ ５９８

利 益 剰 余 金 ５,２７４ ９,９０５ ４,６３０ ６,７１６

自 己 株 式 △ ５ △ ５ △ ０ △ ５

  

 評 価・換算差額等       １,６８３       ２,７６６     １,０８３       ２,１４８

その他有価証券評価差額金 ８７２ １,９０８ １,０３６ １,３２４

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ４７ △ １ ４６ △ ３５

為替換算調整勘定 ８５９ ８５９ － ８５９

  

負 債・純資産合計 ２２,５０７ ３１,３５０ ８,８４３ ２３,８７０
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(2) 中間連結損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間 
(自平成 18 年４月 1 日) 
(至平成 18 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間 
(自平成 19 年４月 1 日) 
(至平成 19 年９月 30 日) 

期  別 

 

 科  目 
金 額 百分比(%) 金 額 百分比(%) 

前 期 
(自 平成 18 年 4 月 1 日)
(至 平成 19 年 3 月 31 日)

Ⅰ 海 運 業 収 益 ８,０７７ 100.0 １０,７０２ 100.0 １７,４３２

Ⅱ 海 運 業 費 用 ６,３７６ 79.0 ６,１８５ 57.8 １２,６８８

海 運 業 利 益 １,７００ 21.0 ４,５１７ 42.2 ４,７４４

Ⅲ その他事業収益 ７ 0.1 １０ 0.1 １４

Ⅳ その他事業費用 ４ 0.0 ９ 0.1 ８

そ の 他 事 業 利 益 ２ 0.1 １ 0.0 ５

営 業 総 利 益 １,７０２ 21.1 ４,５１９ 42.2 ４,７４９

Ⅴ 一 般 管 理 費 ３９４ 4.9 ４０１ 3.7 ８７７

営 業 利 益 １,３０８ 16.2 ４,１１８ 38.5 ３,８７１

Ⅵ 営 業 外 収 益  

受取利息及び配当金 ５１ １０２  １１９

そ の 他 ２２ ２１  ５０

営 業 外 収 益 合 計 ７４ 0.9 １２３ 1.1 １６９

Ⅶ 営 業 外 費 用  

支 払 利 息 ８１ ７１  １６４

為 替 換 算 差 損 ６３ ２９２  １４０

そ の 他 ２３ ３３  ３５

営 業 外 費 用 合 計 １６８ 2.1

0
３９６ 3.7 

0
３４０

経 常 利 益 １,２１４ 15.0 ３,８４５ 35.9 ３,７００

Ⅷ 特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 － ２,３４４  －

投資有価証券売却益 ３８ －  ３８

過年度損益修正益 ４３ －  ―

特 別 利 益 合 計 ８１ 1.0 ２,３４４ 21.9 ３８

Ⅸ 特 別 損 失  

過 年度損益修正損 １２ １２  ９２

そ の 他 － １９  －

特 別 損 失 合 計 １２ 0.1 ３１ 0.2 ９２

税金等調整前中間(当期)純利益 １,２８４ 15.9 ６,１５８ 57.6 ３,６４６

法人税、住民税及び事業税 ６９９ 8.7 １,７５１ 16.4 １,６２２

法 人 税 等 調 整 額 △ ２０４ △ 2.5 ７２２ 6.8 △ ２０７

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ７８９ 9.7 ３,６８５ 34.4 ２,２３１
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書 

 

前中間連結会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日）        （単位 百万円／端数切捨て） 

株  主  資  本 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８ ４,７７４ △ ５ ７,２１９

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注） △ ２７５  △ ２７５

利益処分による役員賞与（注） △ １４  △ １４

中間純利益 ７８９  ７８９

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の中間 

連結会計期間中の変動額（純額）
 － 

中間連結会計期間中の変動額合計 － － ４９９ △ ０ ４９９

平成 18 年９月 30 日 残高 １,８５１ ５９８ ５,２７４ △ ５ ７,７１９

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 18 年３月 31 日 残高 １,０８１ － ８５９ １,９４０ ９,１６０

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）  △ ２７５

利益処分による役員賞与（注）  △ １４

中間純利益  ７８９

自己株式の取得  △ ０

株主資本以外の項目の中間 

連結会計期間中の変動額（純額）
△ ２０９ △ ４７ △ ２５７ △ ２５７

中間連結会計期間中の変動額合計 △ ２０９ △ ４７ － △ ２５７ ２４２

平成 18 年９月 30 日 残高 ８７２ △ ４７ ８５９ １,６８３ ９,４０３

（注）平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間連結会計期間（自平成 19 年４月１日 至平成 19 年９月 30 日）        （単位 百万円／端数切捨て） 

株  主  資  本 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 19 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８ ６,７１６ △ ５ ９,１６１

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行 １,４９９ １,４９９  ２,９９９

剰余金の配当 △ ４９６  △ ４９６

中間純利益 ３,６８５  ３,６８５

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の中間 

連結会計期間中の変動額（純額）
 － 

中間連結会計期間中の変動額合計 １,４９９ １,４９９ ３,１８８ △ ０ ６,１８８

平成 19 年９月 30 日 残高 ３,３５１ ２,０９８ ９,９０５ △ ５ １５,３４９

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 19 年３月 31 日 残高 １,３２４ △ ３５ ８５９ ２,１４８ １１,３０９

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行  ２,９９９

剰余金の配当  △ ４９６

中間純利益  ３,６８５

自己株式の取得  △ ０

株主資本以外の項目の中間 

連結会計期間中の変動額（純額）
５８４ ３３ ６１８ ６１８

中間連結会計期間中の変動額合計 ５８４ ３３ － ６１８ ６,８０６

平成 19 年９月 30 日 残高 １,９０８ △ １ ８５９ ２,７６６ １８,１１６
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成 18 年４月１日 至平成 19 年３月 31 日） 

（単位 百万円／端数切捨て） 

株  主  資  本 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８ ４,７７４ △ ５ ７,２１９

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当（注） △ ２７５  △ ２７５

利益処分による役員賞与（注） △ １４  △ １４

当期純利益 ２,２３１  ２,２３１

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
 － 

連結会計年度中の変動額合計 － － １,９４１ △ ０ １,９４１

平成 19 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８ ６,７１６ △ ５ ９,１６１

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 18 年３月 31 日 残高 １,０８１     － ８５９ １,９４０ ９,１６０

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当（注）  △ ２７５

利益処分による役員賞与（注）  △ １４

当期純利益  ２,２３１

自己株式の取得  △ ０

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
２４２ △ ３５ ２０７ ２０７

連結会計年度中の変動額合計 ２４２ △ ３５ － ２０７ ２,１４９

平成 19 年３月 31 日 残高 １,３２４ △ ３５ ８５９ ２,１４８ １１,３０９

（注）平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロ－計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間

(自 平成 18 年 4 月 1 日)

(至 平成 18 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(自 平成 19 年 4 月 1 日) 

(至 平成 19 年 9月 30 日) 

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
(自 平成 18 年 4 月 1 日)
(至 平成 19 年３月 31 日)

1. 営業活動によるキャッシュ･フロー  

 税金等調整前中間(当期)純利益 １,２８４ ６,１５８ ３,６４６
 減 価 償 却 費 ８３８ ８６２ １,７１６
 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ ０ △ ０ △ ０
 賞 与 引 当 金 の 増 減 額  １  ０ ２
 役員賞与引当金の増減額 － △ １７ ３５
 退職給付引当金の増減額 △ １４ ２０ △ ２８
 役員退職慰労引当金の増減額 △ ７ － △ ７６
 未払役員退職慰労金の増減額 － △ ３ ６８
 特別修繕引当金の増減額 △ ２４ △ ３６ △ ５１
 受取利息及び受取配当金 △ ５１ △ １０２ △ １１９
 支 払 利 息 ８１ ７１ １６４
 有 形 固 定 資 産 売 却 益 －  △ ２,３４４ －
 投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ ３８ － △ ３８
 為 替 換 算 差 額  ５７  ２９３ １３３
 未 収 消 費 税 の 増 減 額 １４ ９ ０
 船 内 準 備 金 の 増 減 額 △ ８ ９ ６
 た な 卸 資 産 の 増 減 額 １２９ △ ８１ １１９
 売 上 債 権 の 増 減 額 １１２ △ ３１ ９８
 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ ４９８ ３３０ △ ６７６
 役 員 賞 与 の 支 払 額 △ １４ － △ １４
 そ の 他         ３０８           ９８         ３６１
 小    計     ２,１７０     ５,２３９ ５,３４８
 利息及び配当金の受領額    ５１    ９２ １１７
 利 息 支 払 額      △ ８０      △ ７２ △ １６４
 法 人 税 等 支 払 額      △ ３７７     △ １,１４９         △ ８７３
 営業活動によるキャッシュ･フロー １,７６３ ４,１１１ ４,４２７

2. 投資活動によるキャッシュ･フロー  

 定期預金の預入による支出 － △ ２００ －
 有形固定資産の取得による支出     △ １,６５８     △ １,８１９ △ １,６７７
 有形固定資産の売却による収入 － ３,２６４ －
 無形固定資産の取得による支出 △ ０ － △ １
 投資有価証券の取得による支出 △ ２２３ △ ８００ △ １,０６７
 投資有価証券の売却による収入 １４９ － １３９
 貸付金の回収による収入 ０ ０  １
 その他投資の取得による支出 △ ６ △ ６ △ １８
 その他投資の解約による収入 ２ － ２
 そ の 他        △ ５            ４              ３
 投資活動によるキャッシュ･フロー △ １,７４２ ４４３ △ ２,６１８

3. 財務活動によるキャッシュ･フロ―  

 短 期 借 入 金 増 減 額 ４２０ △ ３００ ７０
 長 期 借 入 金 に よ る 収 入 ２,７０２ － ３,１０２
 長期借入金の返済による支出 △ ２,２８０ △ １,０４１ △ ３,４１４
 社 債 発 行 に よ る 収 入 － ３,０００ －
 配 当 金 の 支 払 額 △ ２７３ △ ４９４ △ ２７３

 そ の 他        △ ０       △ ２４         △ ０

 財務活動によるキャッシュ･フロー             ５６８          １,１３９       △ ５１６

4. 現金及び現金同等物に係わる換算差額        △ ５７       △ ３０５       △ １２４

5. 現金及び現金同等物の増減額             ５３２          ５,３８９           １,１６９

6. 現金及び現金同等物期首残高          ２,２２０          ３,３８９          ２,２２０

7. 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高          ２,７５３          ８,７７９       ３,３８９
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 (5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 ① 連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社の数 ----------- ２社 DELICA SHIPPING S.A. ／ GRIFFITH S.A. 

  子会社はすべて連結されております。 

 

 ② 持分法の適用に関する事項 

 

ａ．持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 ----------- １社 乾光海運㈱ 

 

ｂ．持分法を適用しない理由 

関連会社 乾光海運㈱は中間連結純損益及び中間利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

 ③ 連結子会社の中間決算期等に関する事項 

 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同じであります。 

 

 ④ 会計処理基準に関する事項 

 

  ａ．重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ) その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）によっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

(ﾛ) デリバティブ ----------- 時価法によっております。 

(ﾊ) 貯蔵品 ----------- 主として移動平均法による原価法によっております。 

 

   ｂ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

その他 ----------- 定率法によっております。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）は定額法によっております。 

（会計方針の変更） 

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に従い、平成 19 年４月

１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しております。 

この変更による損益に与える影響は軽微であります。 

（追加情報） 

なお、平成 19 年３月 31 日以前に取得した資産について、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した期の翌期より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却に含めて計

上しております。これによる当中間連結会計期間の営業利益・

経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える影響は軽微であ

ります。なお、セグメント情報に与える影響も軽微であります。
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無形固定資産 

ソフトウェア ----------- 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

 

ｃ．重要な繰延資産の処理方法 

(ｲ) 社債発行費 

支出時に全額費用処理しております。 

(ﾛ) 株式交付費 

支出時に全額費用処理しております。 

 

ｄ．重要な引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(ﾛ) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(ﾊ) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当中間連結会計期間における支給見込額に基づき計上しております。 

なお、役員賞与の金額については、通期の業績などに基づき算定されることとなっており、中間連結

会計期間においては合理的に見積もることが困難なため、引当金の計上はしておりません。 

(ﾆ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

(ﾎ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末における要支給額に基づき、

計上しております。なお、当社グループは平成 17 年度定時株主総会において、同総会終結時までの在

任期間に対応する退職慰労金を各役員の退任時に支払うことが決議されたため、当該期間に対応する

内規に基づく要支給額を計上しております。また、同総会終結時をもって、当該引当金勘定から、そ

の残高を未払役員退職慰労金に振替えております。 

(ﾍ) 特別修繕引当金 

船舶安全法による船舶の定期検査工事に係る費用の支出に備えるため、過年度の特別修繕に要した

費用を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しております。 

 

ｅ．収益及び費用の計上基準 

海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 

 

ｆ．重要なリース取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

ｇ．重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。 

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ----------- 為替予約取引 金利スワップ取引 商品先物取引 

ヘッジ対象 ----------- 外貨建予定取引 借入金 船舶燃料 

(ﾊ) ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、燃料油購入等における価格変動や、為替相場の変動によるリスクを回避する

ためにデリバティブ取引を利用しており、投機目的のものではありません。また、金利リスクの低減

並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
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(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略しており

ます。 

なお、商品先物については、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ･フロー変動の累計と、ヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ･フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎として有効性を判定

しております。 

 

  ｈ．その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 

 

 ⑤ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 

全面時価評価法を採用しております。 

 

 ⑥ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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(6) 注記事項 

 

① 中間連結貸借対照表関係 

 

 
前中間連結会計期間末

(平成 18 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 19 年 9 月 30 日) 

前 連 結 会 計 年 度

(平成 19 年 3 月 31 日)

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 １４,４９９ 百万円 １６,２３７ 百万円 １５,３７５ 百万円

ｂ．担保に供している資産  

船舶 １３,４４０ 百万円 １０,１９８ 百万円 １１,７１６ 百万円

 

② 中間連結損益計算書関係 

 

 
前中間連結会計期間

(平成 18 年４月１日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成１9 年４月１日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前 連 結 会 計 年 度

 (平成 18 年４月１日～平成 19 年 3 月 31 日)

ａ．一般管理費の主な費目  

役員報酬 ６５ 百万円 ７５ 百万円 １３３ 百万円

従業員給与 ８６  〃 ９１  〃  ２３０  〃 

福利厚生費 ３６  〃 ３８  〃  ７６  〃 

賞与引当金繰入額 １９  〃 ２０  〃  １９  〃 

役員賞与引当金繰入額 －  〃 －  〃  ３５  〃 

退職給付引当金繰入額 ２  〃 １  〃  ５  〃 

役員退職慰労引当金繰入額 ２  〃 －  〃  －  〃 

減価償却費 １０  〃 ８  〃  ２２  〃 

ｂ．上記を除く引当金繰入額の内容及び金額  

海運業費用(船費)の内  

賞与引当金繰入額 ― 百万円 ― 百万円 ０ 百万円

退職給付引当金繰入額 １  〃 １９ 〃  １  〃 

特別修繕引当金繰入額 ３０  〃 ３２ 〃  ６４  〃 

ｃ．固定資産売却益の内訳 

  船舶 ― 百万円

 

２,３４４ 百万円 ― 百万円

 

③ 中間連結株主資本等変動計算書関係 

 

 前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

 ａ．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

発行済株式  

  普通株式 ２７,５８１ － － ２７,５８１

自己株式  

  普通株式 １８ ０ － １８

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８０株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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ｂ．配当に関する事項 

   配当金支払額 

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 18 年６月 29 日

定時株主総会 
普通株式 ２７５ １０.０

平成 18 年 

３月 31 日 

平成 18 年 

６月 30 日 

 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

 ａ．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

発行済株式  

  普通株式 ２７,５８１ （注１） １,８４７ － ２９,４２９

自己株式  

  普通株式 １８ （注２）    ０ － １８

（注１）普通株式の発行済株式総数の増加１,８４７,９７２株は、転換社債型新株予約権付社債の普通株式へ

の転換によるものであります。 

（注２）普通株式の自己株式の株式数の増加２１２株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

ｂ．配当に関する事項 

   配当金支払額 

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資

１株当たり 

 配当額（円） 
基準日 効力発生日

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 ４９６ 利益剰余金 １８.０ 

平成19年 

３月31日 

平成 19 年 

６月 29 日 

 

前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

 ａ．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数（千株）

当連結会計年度 

減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

発行済株式  

  普通株式 ２７,５８１ － － ２７,５８１

自己株式  

  普通株式 １８ ０ － １８

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８０株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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 ｂ．配当に関する事項 

 （ｲ）配当金支払額 

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 
配当の原資

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日

平成18年６月 29日

定時株主総会 
普通株式 ２７５ 利益剰余金 １０.０ 

平成 18 年 

３月 31 日 

平成 18 年 

６月 30 日 

 

（ﾛ）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    次の通り、決議を予定しております。 

 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 ４９６ １８.０

平成 19 年 

３月 31 日 

平成 19 年 

６月 29 日 

 

 ④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  前中間連結会計期間 
(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年９月 30 日)

 当中間連結会計期間 
(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年９月 30 日) 

 前連結会計年度 
(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

現金及び預金勘定 ２,７５３ 百万円 ８,７７９ 百万円 ３,３８９ 百万円

現金及び現金同等物 ２,７５３ 百万円 ８,７７９ 百万円  ３,３８９ 百万円

 

⑤ リース取引関係 

 

 前中間連結会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

オペレーティング・リース取引    

未経過リース料     

 １年内   １ 百万円 １ 百万円  １ 百万円

 １年超   ４  〃 ２  〃   ３  〃 

 合 計   ６ 百万円 ４ 百万円  ５ 百万円

 

 ⑥ 有価証券関係 

 

前中間連結会計期間末（平成 18 年９月 30 日現在） 

ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １,１９１ 百万円 ２,６２４ 百万円 １,４３３ 百万円

債 券 ３２７  〃 ３３３  〃  ６  〃 

そ の 他 ４２８  〃 ４４７  〃  １８  〃 

合 計 １,９４７ 百万円 ３,４０６ 百万円 １,４５８ 百万円
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ｂ．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ７０ 百万円 

 

 

当中間連結会計期間末（平成 19 年９月 30 日現在） 

ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １,７４３ 百万円 ４,９４１ 百万円 ３,１９７ 百万円

債 券 １,４２５  〃 １,３９２  〃  △ ３２  〃 

そ の 他 ４２８  〃 ４８１  〃  ５２  〃 

合 計 ３,５９７ 百万円 ６,８１５ 百万円 ３,２１７ 百万円

 

b．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ５５ 百万円 

 

前連結会計年度（平成 19 年３月 31 日現在） 

ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １,４３６ 百万円 ３,６３１ 百万円 ２,１９５ 百万円

債 券 ９２５  〃 ９２１  〃  △ ３  〃 

そ の 他 ４２８  〃 ４６１  〃  ３３  〃 

合 計 ２,７９０ 百万円 ５,０１５ 百万円 ２,２２４ 百万円

 

ｂ．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 19 年３月 31 日現在） 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６２ 百万円 
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 ⑦ セグメント情報 

 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間 

(平成 18 年 4月 1日～平成 18 年 9月 30 日) 

当中間連結会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、海運

業の売上高及び営業利益の金額が、全体の売上高の

合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合の

いずれも９０％を超えているため、記載を省略して

おります。 

同   左 同   左 

 

ｂ．所在地別セグメント情報  

             （単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間  (平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年９月 30 日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ８,０８４ － ８,０８４ － ８,０８４

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 １５８ １,８０４ １,９６３ (１,９６３) －

 計 ８,２４２ １,８０４ １０,０４７ (１,９６３) ８,０８４

 営 業 費 用 ６,９４５ １,７９３ ８,７３９ (１,９６３) ６,７７５

 営 業 利 益 １,２９７ １０ １,３０８ － １,３０８

 

             （単位 百万円／端数切捨て） 

当連結会計期間  (平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年９月 30 日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 １０,７１３ － １０,７１３ － １０,７１３

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 １６６ １,８４５ ２,０１１ (２,０１１) －

 計 １０,８７９ １,８４５ １２,７２５ (２,０１１) １０,７１３

 営 業 費 用 ６,６６９ １,９３７ ８,６０７ (２,０１１) ６,５９５

 営業利益（又は営業損失） ４,２１０ △ ９２ ４,１１８ － ４,１１８

    

             （単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度  (平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 １７,４４６ － １７,４４６ － １７,４４６

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ３３４ ３,８３１ ４,１６５ (４,１６５) －

 計 １７,７８１ ３,８３１ ２１,６１２ (４,１６５) １７,４４６

 営 業 費 用 １４,０２８ ３,７１３ １７,７４１ (４,１６５) １３,５７５

 営 業 利 益 ３,７５３ １１７ ３,８７１ － ３,８７１
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ｃ．海外売上高 

 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日) 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 北 米 ヨ－ロッパ アジア オセアニア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 ２,８２８ ８２５ ４４６ １４６ ６ ４,２５３

Ⅱ 連結売上高 － － － － － ８,０８４

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
３５.０ １０.２ ５.５ １.８ ０.１ ５２.６

   

当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

                                 （単位  百万円／端数切捨て） 

 北米 ヨーロッパ アジア オセアニア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 １,５８８ ６９１ ４５９ １,１０８ － ３,８４８

Ⅱ 連結売上高 － － － － － １０,７１３

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
１４.８ ６.５ １０.３ ４.３ － ３５.９

 

前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

                                 （単位  百万円／端数切捨て） 

 北米 ヨ－ロッパ アジア オセアニア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 ４,６５９ １,５０１ １,１７２ １,１８５ ６ ８,５２５

Ⅱ 連結売上高 － － － － － １７,４４６

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
２６.７ ８.６ ６．７ ６．８ ０.０ ４８.９

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ----------- アメリカ合衆国、カナダ 

(2) ヨーロッパ ----------- ドイツ、オランダなど欧州諸国 

(3) アジア ----------- 東アジア、中近東、中華人民共和国などアジア諸国 

(4) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュージーランド 

(5) その他 ----------- アフリカ諸国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 



乾汽船㈱（9113）平成 20 年３月期中間決算短信 

 

        - 24 - 

⑧ １株当たり情報 

 

  
前中間連結会計期間

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ３４１円１６銭 ６１５円９９銭 ４１０円３２銭

１株当たり中間(当期)純利益金額 ２８円６５銭 １３１円１８銭 ８０円９５銭

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額 

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額については、潜在株

式が存在しないため

記載しておりません。

１２９円９６銭 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額については、潜在株

式が存在しないため

記載しておりません。

（注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間連結会計期間

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益 ７８９ 百万円 ３,６８５ 百万円 ２,２３１ 百万円

普通株主に帰属しない金額 －  〃 －  〃  －  〃 

普通株式に係る中間(当期)純利益   ７８９ 百万円  ３,６８５ 百万円 ２,２３１  〃 

期中平均株式数 ２７,５６２ 千株 ２８,０９０ 千株 ２７,５８１ 千株

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額 
 

中間(当期)純利益調整額 － 百万円 － 百万円 － 百万円

普通株式増加数 －   千株 １,８４７ 千株 －  千株

（うち転換社債型新株予約権付社債） ( －   〃 ) (１,８４７ 〃 ) (－  〃 )

 

⑨ 重要な後発事象 

  

前中間連結会計期間（自  平成 18 年４月１日 至  平成 18 年 9月 30 日） 

 該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自  平成 19 年４月１日 至  平成 19 年 9月 30 日） 

 該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自  平成 18 年４月１日 至  平成 19 年３月 31 日） 

「固定資産（船舶）の譲渡」 

当社グループは、船舶１隻を海外の第三者法人へ譲渡することを決定いたしました。 

詳細につきましては、平成 19 年４月 24 日に開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略い

たします。当該開示内容は次の URL からご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ）   

http://www.inuiship.co.jp/news.htm 

 

⑩ 開示の省略 

  

デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、中間決算短信における開示の

必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 



乾汽船㈱（9113）平成 20 年３月期中間決算短信 

 

        - 25 - 

５．中間個別財務諸表 

 

(1) 中間貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

 科  目 

前中間期末

(平成 18 年 9 月 30 日)

当中間期末

(平成 19 年 9 月 30 日)

比較増減(△) 

(当中間期末―前中間期末) 

前事業年度の 

要約貸借対照表

(平成 19 年 3 月 31 日)

  

( 資  産  の  部  )    (１０,９０８)    (１８,８９６)   (７,９８７)    (１２,５３８)

 流 動 資 産       ４,５３２       ９,０３４    ４,５０１      ４,６９３

現 金 ・ 預 金 ２,６２８ ７,７０８ ５,０７９ ３,１３９

海 運 業 未 収 金 ２１８ ３０８ ９０ ２６８

立 替 金 ２２５ ８９ △ １３６ ３８７

貯 蔵 品 ３５９ ３９３ ３４ ３１８

繰延及び前払費用 １９７ １１５ △ ８２ １５５

代 理 店 債 権 ２４８ １９６ △ ５１ １８２

繰 延 税 金 資 産 ５６９ ８６ △ ４８３ ８２

そ の 他 流 動 資 産 ８４ １３６ ５１ １６０

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０  ０ △ ０

  

 固 定 資 産       ６,３７６       ９,８６２    ３,４８５       ７,８４５

有 形 固 定 資 産       １,２４８       １,３６４       １１６       １,１４７

船 舶 １,０３０ ８４７ △ １８２ ９３６

建 物 ・ 構 築 物 ８２ ７６ △ ６ ７９

器 具 ・ 備 品 ３７ ２８ △ ９ ３４

土 地 ９７ ９７ － ９７

建 設 仮 勘 定 － ３１５ ３１５ －

  

無 形 固 定 資 産            １３            １１        △ １            １３

ソ フ ト ウ ェ ア １１ １０ △ １ １１

電 話 加 入 権 １ １ － １

  

投資その他の資産       ５,１１５       ８,４８６    ３,３７０       ６,６８４

投 資 有 価 証 券 ３,３４１ ６,６８３ ３,３４１ ４,８８５

関 係 会 社 株 式 ２１ ２１ － ２１

関係会社長期貸付金 １,６００ １,４００ △ ２００ １,６００

従業員長期貸付金 ５ ５ ０ ６

長 期 性 預 金 － ２００ ２００ －

そ の 他 長 期 資 産 １４８ １７６ ２８ １７２

貸 倒 引 当 金 △ １ △ １  ０ △ １

  

資 産 合 計 １０,９０８ １８,８９６ ７,９８７ １２,５３８
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

 科  目 

前中間期末

(平成 18 年 9 月 30 日)

当中間期末

(平成 19 年 9 月 30 日)

比較増減(△) 

(当中間期末―前中間期末) 

前事業年度の 

要約貸借対照表

(平成 19 年 3 月 31 日)

  
( 負  債  の  部  )    (３,９８１)    (４,４１３)    ( ４３１)      (３,６９０)

 流 動 負 債      ２,８９３       ３,６９１      ７９７       ３,２５１

海 運 業 未 払 金 ７５５ ８６９ １１３ ６２２

短 期 借 入 金 ９９５ ６３５ △ ３６０ １,００７

未 払 法 人 税 等 ７０５ １,７５３ １,０４８ １,１３８

未 払 費 用 １０ １０  ０ １５

前 受 金 ２７９ ３２９ ４９ ３０７

預 り 金 ５ ７ １ １４

賞 与 引 当 金 １９ ２１ １ ２０

役 員 賞 与 引 当 金 － １７ １７ ３５

そ の 他 流 動 負 債 １２２ ４７ △ ７５ ９１

  

 固 定 負 債       １,０８８          ７２１    △ ３６６          ４３８

長 期 借 入 金 ４３５ － △ ４３５ －

繰 延 税 金 負 債 ４７３ ５４６ ７３ ２６８

退 職 給 付 引 当 金 ８８ ９５ ６ ７５

未払役員退職慰労金 ６８ ６５ △ ３ ６８

特 別 修 繕 引 当 金 １７ １ △ １５ １９

そ の 他 固 定 負 債 ５ １２  ７ ７

  

( 純 資 産 の 部 )      (６,９２７)    (１４,４８３)   (７,５５６)      (８,８４８)

 株 主 資 本       ６,０９６     １２,５８０    ６,４８４       ７,５５９

資 本 金    １,８５１    ３,３５１   １,４９９       １,８５１

資 本 剰 余 金          ５９８    ２,０９８   １,４９９          ５９８

資 本 準 備 金 ５９８    ２,０９８ １,４９９ ５９８

利 益 剰 余 金      ３,６５１      ７,１３６   ３,４８５       ５,１１５

利 益 準 備 金 ３１２ ３１２ － ３１２

その他利益剰余金  

別 途 積 立 金 １,８６４ １,８６４ － １,８６４

繰 越 利 益 剰 余 金 １,４７５ ４,９６０ ３,４８５ ２,９３８

自 己 株 式          △ ５          △ ５      △ ０           △ ５

  

 評 価・換算差額等          ８３１       １,９０２    １,０７１       １,２８８

その他有価証券評価差額金 ８６４ １,９０４ １,０３９ １,３１７

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ３３ △ １ ３１ △ ２８

負債・純資産合計 １０,９０８ １８,８９６ ７,９８７ １２,５３８
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(2) 中間損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間期 
(自平成 18 年 4 月 1 日) 
(至平成 18 年 9 月 30 日) 

当中間期 
(自平成 19 年 4 月 1 日) 
(至平成 19 年 9 月 30 日) 

期  別 

 

 科  目 
金 額 百分比(%) 金 額 百分比(%) 

前 期 
(自 平成 18 年 4 月 1 日)
(至 平成 19 年 3 月 31 日)

Ⅰ 海 運 業 収 益 ８,２３５ 100.0 １０,８６８ 100.0 １７,７６７

Ⅱ 海 運 業 費 用 ６,５５５ 79.6 ６,２６３ 57.6 １３,１５８

海 運 業 利 益 １,６８０ 20.4 ４,６０５ 42.4 ４,６０９

Ⅲ その他事業収益 ７ 0.1 １０ 0.1 １４

Ⅳ その他事業費用 ４ 0.1 ９ 0.1 ８

そ の 他 事 業 利 益 ２ 0.0 １ 0.0 ５

営 業 総 利 益 １,６８２ 20.4 ４,６０７ 42.4 ４,６１４

Ⅴ 一 般 管 理 費 ３８５ 4.7 ３９７ 3.7 ８６１

営 業 利 益 １,２９７ 15.7 ４,２１０ 38.7 ３,７５３

Ⅵ 営 業 外 収 益  

受取利息及び配当金 ５６ １０２  １３０

そ の 他 ２２ ２１  ４５

営 業 外 収 益 合 計 ７８ 1.0 １２４ 1.2 １７５

Ⅶ 営 業 外 費 用  

支 払 利 息 ４ ５  １２

そ の 他 ６０ １７８  １２５

営 業 外 費 用 合 計 ６４ 0.8 １８４ 1.7 １３８

経 常 利 益 １,３１１ 15.9 ４,１４９ 38.2 ３,７９１

Ⅷ 特 別 利 益  

投資有価証券売却益 ３８ －  ３８

過年度損益修正益 ４３ －  －

特 別 利 益 合 計 ８１ 1.0 － － ３８

Ⅸ 特 別 損 失  

過 年度損益修正損 － ８  ８１

そ の 他 － １９  －

特 別 損 失 合 計 － － ２７ 0.3 ８１

税引前中間(当期)純利益 １,３９３ 16.9 ４,１２２ 37.9 ３,７４８

法人税、住民税及び事業税 ６９９ 8.5 １,７５１ 16.1 １,６２２

法 人 税 等 調 整 額 △ １８５ △ 2.3 △ １４７ △ 1.4 △ ２１７

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ８７９ 10.7 ２,５１７ 23.2 ２,３４３
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 (3) 中間株主資本等変動計算書 

 

前中間会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日）            （単位 百万円／端数切捨て） 

株  主  資  本 

資本

剰余金
利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
  

資本金 
資本

準備金

利益

準備金 別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 18 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８３１２ ９３８ １,８１０ ３,０６１ △ ５ ５,５０５

中間会計期間中の変動額 

別途積立金の積立（注） ９２６ △ ９２６ － －

剰余金の配当（注） △ ２７５ △ ２７５ △ ２７５

利益処分による役員賞与（注） △ １４ △ １４ △ １４

当期純利益 ８７９ ８７９ ８７９

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 － － － ９２６ △ ３３５ ５９０ △ ０ ５９０

平成 18 年 9 月 30 日 残高 １,８５１ ５９８３１２ １,８６４ １,４７５ ３,６５１ △ ５ ６,０９６

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 18 年３月 31 日 残高 １,０７５ － １,０７５ ６,５８１

中間会計期間中の変動額 

別途積立金の積立（注） －

剰余金の配当（注） △ ２７５

利益処分による役員賞与（注） △ １４

当期純利益 ８７９

自己株式の取得 △ ０

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
△ ２１０ △ ３３ △ ２４４ △ ２４４

中間会計期間中の変動額合計 △ ２１０ △ ３３ △ ２４４ ３４６

平成 18 年９月 30 日 残高 ８６４ △ ３３ ８３１ ６,９２７

（注）平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間会計期間（自平成 19 年４月１日 至平成 19 年９月 30 日）            （単位 百万円／端数切捨て） 

株  主  資  本 

資本 

剰余金
利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本 

準備金

利益 

準備金 任意 

積立金 

繰越利益

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 19 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８ ３１２ １,８６４ ２,９３８ ５,１１５ △ ５ ７,５５９

中間会計期間中の変動額 

新株の発行 １,４９９１,４９９ ２,９９９

別途積立金の積立 －

剰余金の配当 △ ４９６ △ ４９６ △ ４９６

中間純利益 ２,５１７ ２,５１７ ２,５１７

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の 

項目の中間会計期間中の

変動額（純額） 

中間会計期間中の 

変動額合計       
１,４９９１,４９９ － － ２,０２１ ２,０２１ △ ０ ５,０２１

平成 19年９月 30 日 残高 ３,３５１２,０９８ ３１２ １,８６４ ４,９６０ ７,１３６ △ ５１２,５８０

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 その他有価証券

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 19 年３月 31 日 残高 １,３１７ △ ２８ １,２８８ ８,８４８

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  ２,９９９

別途積立金の積立  －

剰余金の配当  △ ４９６

中間純利益  ２,５１７

自己株式の取得   △ ０

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
５８６ ２７ ６１３ ６１３

中間会計期間中の変動額合計   ５８６ ２７ ６１３ ５,６３５

平成 19 年９月 30 日 残高 １,９０４ △ １ １,９０２ １４,４８３
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成 18 年４月１日 至平成 19 年３月 31 日）  

（単位 百万円／端数切捨て） 

株  主  資  本 

資本

剰余金
利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
  

資本金 
資本

準備金

利益

準備金 別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 18 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８３１２ ９３８ １,８１０ ３,０６１ △ ５ ５,５０５

事業年度中の変動額 

別途積立金の積立（注） ９２６ △ ９２６ － －

剰余金の配当(注) △ ２７５ △ ２７５ △ ２７５

利益処分による役員賞与(注) △ １４ △ １４ △ １４

当期純利益 ２,３４３ ２,３４３ ２,３４３

自己株式の取得 △ ０ △ ０

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － ９２６ １,１２７ ２,０５３ △ ０ ２,０５３

平成 19 年３月 31 日 残高 １,８５１ ５９８３１２ １,８６４ ２,９３８ ５,１１５ △ ５ ７,５５９

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計

平成 18 年３月 31 日 残高 １,０７５ － １,０７５ ６,５８１

事業年度中の変動額 

別途積立金の積立（注） －

剰余金の配当(注) △ ２７５

利益処分による役員賞与（注） △ １４

当期純利益 ２,３４３

自己株式の取得 △ ０

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
２４２ △ ２８ ２１３ ２１３

事業年度中の変動額合計  ２４２ △ ２８ ２１３ ２,２６７

平成 19 年３月 31 日 残高 １,３１７ △ ２８ １,２８８ ８,８４８

（注）平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(4) 注記事項 

 

 ① 中間貸借対照表関係 

 

 
前中間会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日)

当中間会計期間末 

(平 成 19 年 9 月 30 日 ) 

前事業年度末 

(平成 19 年 3 月 31 日 )

ａ．有形固定資産の減価償却累計額  ２,２０１ 百万円 ２,４１３ 百万円 ２,３０７ 百万円

ｂ．担保に供している資産  

船舶 ８８６ 百万円  ７６３ 百万円 ８２３ 百万円

ｃ．保証債務等  

保証予約 ７,５６６ 百万円  ５,９３３ 百万円 ６,９１４ 百万円

 

② 中間損益計算書関係 

 

 前中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

減価償却実施額 １０６ 百万円 １０４ 百万円 ２１３ 百万円

 

③ 株主資本等変動計算書関係 

  

前中間会計期間（自  平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株）

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

  普通株式 １８ ０ － １８

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８０株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

当中間会計期間（自  平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当事業年度 

増加株式数（千株）

当事業年度 

減少株式数（千株） 

当事業年度末 

株式数（千株） 

  普通株式 １８ ０ － １８

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２１２株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

前事業年度（自  平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当事業年度 

増加株式数（千株）

当事業年度 

減少株式数（千株） 

当事業年度末 

株式数（千株） 

  普通株式 １８ ０ － １８

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８０株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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④ リース取引関係 

 

 前中間会計期間 

(平成 18 年４月１日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

オペレーティング・リース取引    

未経過リース料     

 １年内   １ 百万円   １ 百万円  １ 百万円

 １年超   ４  〃 ２  〃   ３  〃 

 合 計   ６ 百万円 ４ 百万円  ５ 百万円

 

⑤ 有価証券関係 

 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

 

⑥ １株当たり情報 

 

  
前中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ２５１円３２銭 ４９２円４６銭 ３２１円０３銭

１株当たり中間(当期)純利益金額 ３１円９３銭 ８９円６４銭 ８５円０２銭

（注） １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益  ８７９百万円  ２,５１７ 百万円 ２,３４３ 百万円

普通株主に帰属しない金額 － 百万円 － 百万円 － 百万円

普通株式に係る中間(当期)純利益  ８７９百万円  ２,５１７ 百万円 ２,３４３ 百万円

期中平均株式数 ２７,５６２ 千株 ２８,０９０ 千株 ２７,５８１ 千株
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６．その他 

 

(1) 部門別売上高明細書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日)

前連結会計年度 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

金 額 比率(%) 金 額 比率(%) 金 額 比率(%) 

貨物運賃 ６,２５０ ７７ ８,８０９ ８２ １２,９３７ ７４

貸 船 料 １,８０５ ２２ １,８８９ １８ ４,４６３ ２５

そ の 他 ２８ １ １３ ０ ４６ １

合 計 ８,０８４ １００ １０,７１３ １００ １７,４４６ １００

（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 

(2) 期末支配船腹 

 

前中間連結会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日現在)

当中間連結会計期間末 

(平成 19 年 9 月 30 日現在)

前連結会計年度 

(平成 19 年 3 月 31 日現在) 

隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ)

社 船 １４ ４３９,２３１ １４ ４３６,７５４ １４ ４３９,２３１

用 船 ９ ２４５,８３４ ５ １４６,０９３ ６ １７５,８２７

合 計 ２３ ６８５,０６５ １９ ５８２,８４７ ２０ ６１５,０５８

 

 


